
２０２５年１１月

ＬＰガス業界の保安動向について



１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５. その他
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事故件数

負傷者数

死者数

ＬＰガス事故件数等の推移

・１９７９年の７９３件をピークに、マイコンメーター、ヒューズガス栓、ガス警報器の普及により、１９９７年には

 ６８件と大幅に減少し、後２００６年以降は経産省からの事故届の徹底指導等により１４０件～２６０件で推移。

・２０２４年については２１７件となり、前年１９４件から２３件増加した。

死亡事故は０人（前年同様）。負傷者数は３８人で、２０２３ 年の３７⼈から１⼈増加した。
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Ｂ級事故のうちＣＯ中毒

その他
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重大事故（Ｂ級事故）件数の推移等
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事故の分類（概要）

(1) Ａ級事故
次の各号の一に該当するものをいう。
①死者５名以上のもの
②死者及び重傷者が合計して１０名以上のものであって、①以外のもの。
③死者及び負傷者（軽傷者を含む。）が合計して３０名以上のものであって、①及び②以外のもの。

④爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の破壊、倒壊、滅失等甚大な物的被害（直接に生ずる物的被害の総額が
概ね5億円以上）が生じたもの。

⑤大規模な火災又はガスの大量噴出・漏えいが進行中であって、大きな災害に発展するおそれがあるもの。
(2) Ｂ級事故
Ａ級事故以外の事故で次の各号の一に該当するものをいう｡
① 死者１名以上４名以下のもの
②重傷者２名以上９名以下のものであって、①以外のもの。
③負傷者６名以上２９名以下のものであって、①及び②以外のもの。
④爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の損傷等の多大な物的被害（直接に生ずる物的被害の総額が概ね1億円
以上5億円未満）が生じたもの。

(3) Ｃ級事故

Ａ級事故及びＢ級事故以外の事故であって、次の「Ｃ１級事故」又は「Ｃ２級事故」のいずれかに該当するもの。なお、「充
てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難」は、Ｃ２級事故として取り扱う。

【Ｃ１級事故】①負傷者１名以上５名以下かつ重傷者１名以下のもの。
②爆発・火災等により建物又は構造物の損傷等の物的被害が生じたもの。

【Ｃ２級事故】①Ｃ１級事故以外のＬＰガス事故

4件

1件１件1件 １件
0件 0件0件0件
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ＣＯ中毒事故件数及び死症者数の推移
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件数

症者

死者

２０２４年は５件発生

中毒者１０名

（軽症１０名、重症０名）
・鹿児島高校ＣＯ中毒
・山口ホテルＣＯ中毒
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２０２４年度のＣＯ中毒事故の概要について
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他工事事業者による事故の推移
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２０２４年には他工事事故が７１件発生しており、
事故総数２１７件の３２.７％を占めている。
事故件数７１件のうち４３件が埋設管で発生している。
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事故発生日
都道府

県
現象被害
状況

事故原因 事故概要

２０２４/２/２
福井県
敦賀市

漏えい

他工事業者（解
体工事業者）に
よるバルク損傷
に伴う漏えい

宿舎を解体していた解体業者より、宿舎敷地内にあったバルク貯槽を吊り上げる際にバルク貯槽
に穴をあけてしまいガスが漏れていると連絡あり。消費者および解体業者からガス事業者に対し、
解体工事を行う旨の事前連絡はなかった。
宿舎は2017年9月から入居者がおらず、バルク貯槽も閉栓して使用していなかった。貯槽内にガ
スは残っていた。ガス事業者は通報を受け現場に出動し、応急処置として粘土・タオル・ゴムベ
ルト等を使い穴を塞いで漏えいを止めた。
その後、安全の為に消防立会いの下バルク貯槽をガス事業者の充填所に移動させ、設置状況等に
ついて消防の確認を受けた。当該バルクについては後日廃棄を予定。
一次原因は、他工事業者が宿舎の解体作業中に、重機にてバルク貯槽を挟んで上げる際にバルク
を損傷させたことによるもの。
二次原因は、消費者および他工事業者からガス事業者に対し、解体工事を行う旨の事前連絡がな
かったことによるもの

２０２４/３/５
東京都
大田区

漏えい

他工事業者（リ
フォーム工事業
者）による配管
損傷に伴う漏え

い

消費者より直接手配された設備工事業者がトイレリフォーム工事中、下水管移設する為地面掘削
中に埋設ガス管を傷つけた影響でガス漏えいをした。漏えいを確認した設備工事業者により容器
バルブ閉止。設備業者より販売事業者に連絡が入り現地急行しました。
現状確認して即時の復旧は不可能と判断しガス配管引き直し工事完了までガス供給を停止。2024
年3月15日（金）、消費側埋設配管を全て露出配管に変更引き直し工事実施。完了後、気密検査、
漏えい検査異常なし確認後、供給開始となりました。
一次原因は、設備工事業者が地下ガス配管の存在に気づいていない状況で作業をしていたことに
よるもの。
二次原因は、販売事業者にリフォーム実施の連絡をする事なく工事を始めてしまったことによる
もの。

２０２４/６/１
８

福岡県
福岡市

漏洩火災

他工事業者（斫り
工事業者）に

よる配管損傷に
伴う漏えい火災

2024年6月18日（火）16時50分ごろ、研り工事事業者よりガス販売事業者へ埋設管を破損し着火
したとの連絡が入る。研り事業者がガス販売事業者の指示により、メーター付近のガス栓の閉栓
を行う。
17時20分ごろ、ガス販売事業者従業員が現場に到着し、ガス栓閉栓と埋設消費管（フレキ管）の
破損状況を確認する。
なお、研り工事事業者の元請け業者は、ガス販売事業者に対し事前に工事連絡を行っており、埋
設管の位置確認を行っていた。また、当日も販売事業者が依頼したガス施工業者が、現地にて、
工事監督者に対し埋設位置の再確認を行っていた。
※工事施工中の立会いはなし
研り事業者の不注意（他工事事故）
ガス販売事業者と工事事業者との情報共有不足（ガス配管部分に届く程の研りを行うとは思って
いなかったとのこと）

２０２４年度の他工事事故の概要について

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 7



質量販売による事故の推移
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２０２４年度の質量販売事故の概要について
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 5年平均 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 5年平均

1 北 海 道 9 16 29 10 13 15.4 25 滋 賀 0 4 5 4 7 4.0

2 青 森 0 0 1 1 3 1.0 26 京 都 1 4 3 9 5 4.4

3 秋 田 3 5 10 1 1 4.0 27 奈 良 3 2 3 3 2 2.6

4 岩 手 1 7 7 5 2 4.4 28 和 歌 山 3 3 4 0 0 2.0

5 山 形 1 4 6 1 1 2.6 29 大 阪 7 4 6 2 8 5.4

6 宮 城 3 2 4 3 1 2.6 30 兵 庫 1 7 9 3 4 4.8

7 福 島 3 2 8 5 2 4.0 31 鳥 取 2 6 5 7 3 4.6

8 栃 木 6 5 4 7 3 5.0 32 岡 山 3 1 8 5 11 5.6

9 茨 城 2 5 6 8 9 6.0 33 島 根 3 6 2 4 4 3.8

10 千 葉 5 5 2 2 4 3.6 34 広 島 12 6 9 7 7 8.2

11 埼 玉 18 17 10 11 14 14.0 35 山 口 0 7 2 2 2 2.6

12 群 馬 12 7 6 5 8 7.6 36 徳 島 0 0 1 0 0 0.2

13 東 京 8 12 11 10 20 12.2 37 香 川 1 1 0 1 3 1.2

14 神 奈 川 23 16 19 16 11 17.0 38 高 知 0 0 1 0 0 0.2

15 新 潟 4 6 6 3 2 4.2 39 愛 媛 3 2 4 2 4 3.0

16 長 野 9 4 12 1 7 6.6 40 福 岡 7 10 5 11 6 7.8

17 山 梨 1 2 1 2 1 1.4 41 佐 賀 6 2 3 6 2 3.8

18 静 岡 4 2 2 3 1 2.4 42 長 崎 5 0 6 4 7 4.4

19 愛 知 5 11 18 9 6 9.8 43 大 分 2 1 1 1 3 1.6

20 三 重 1 4 7 2 3 3.4 44 熊 本 0 3 1 1 4 1.8

21 岐 阜 9 7 6 3 11 7.2 45 宮 崎 3 2 5 1 0 2.2

22 富 山 2 1 2 0 1 1.2 46 鹿 児 島 1 4 1 2 3 2.2

23 石 川 2 2 1 4 1 2.0 47 沖 縄 1 2 0 1 0 0.8

24 福 井 3 1 2 6 7 3.8 合 計 198 220 264 194 217 218.6

過去５年の都道府県別事故件数（単位：件）

参照：2024年度（令和6年度）委託事業報告書（事故発生原因分析等調査）を基に作成©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 10



過去５年の都道府県別事故発生率（消費者戸数100万戸当たりの事故件数）

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 5年平均 消費者戸数 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 5年平均 消費者戸数

1 北 海 道 6.2 11.1 20.2 7.0 9.1 10.7 1,425,931 25 滋 賀 0.0 15.1 19.5 15.6 27.3 15.5 256,518

2 青 森 0.0 0.0 2.3 2.4 7.1 2.4 424,354 26 京 都 4.6 18.4 14.2 42.6 23.8 20.7 210,151

3 秋 田 11.9 20.9 42.4 4.4 4.4 16.8 227,794 27 奈 良 17.5 11.8 18.2 18.2 12.2 15.6 163,530

4 岩 手 3.4 17.2 17.3 12.6 5.0 11.1 397,725 28 和 歌 山 12.3 12.4 17.2 0.0 0.0 8.4 244,804

5 山 形 2.4 13.5 20.5 3.5 3.5 8.7 287,238 29 大 阪 24.9 14.5 22.6 7.5 29.9 19.9 267,955

6 宮 城 5.5 3.7 7.2 5.5 1.8 4.7 550,411 30 兵 庫 2.1 14.5 19.0 6.3 8.5 10.1 468,664

7 福 島 5.4 3.7 15.2 9.7 3.9 7.6 515,929 31 鳥 取 4.3 43.0 36.3 50.8 22.5 31.4 133,539

8 栃 木 11.3 9.5 7.9 13.9 6.0 9.7 502,729 32 岡 山 4.9 2.2 17.3 10.8 24.3 11.9 453,342

9 茨 城 2.8 7.0 8.5 11.8 13.3 8.7 678,009 33 島 根 21.2 30.1 10.1 20.2 20.4 20.4 196,063

10 千 葉 9.3 7.1 2.9 3.0 6.0 5.7 670,052 34 広 島 59.7 9.9 15.8 12.3 12.5 22.0 558,916

11 埼 玉 14.7 14.0 8.3 9.4 11.9 11.7 1,174,704 35 山 口 0.0 22.2 6.5 6.5 6.7 8.4 300,342

12 群 馬 25.8 13.4 11.8 10.0 16.0 15.4 499,337 36 徳 島 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 0.9 209,752

13 東 京 11.2 26.5 24.2 23.1 46.1 26.2 433,780 37 香 川 2.2 4.2 0.0 4.2 12.7 4.7 235,887

14 神 奈 川 22.4 15.8 19.1 16.9 11.6 17.2 947,280 38 高 知 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.8 237,627

15 新 潟 16.0 24.4 24.7 12.9 8.6 17.3 232,656 39 愛 媛 11.9 4.5 9.0 4.5 9.3 7.8 428,710

16 長 野 14.0 6.4 19.1 1.6 11.3 10.5 617,904 40 福 岡 6.2 8.8 4.4 9.7 5.3 6.9 1,132,862

17 山 梨 3.5 7.1 3.6 7.0 3.5 4.9 283,738 41 佐 賀 30.1 10.1 15.4 30.8 10.4 19.4 192,963

18 静 岡 5.6 2.8 2.9 4.5 1.5 3.5 667,513 42 長 崎 15.6 0.0 18.9 12.6 22.7 14.0 308,134

19 愛 知 5.1 11.4 18.4 9.5 6.3 10.1 949,094 43 大 分 4.4 2.8 2.8 2.8 8.6 4.3 349,218

20 三 重 1.8 8.3 14.7 4.3 6.4 7.1 469,814 44 熊 本 0.0 6.6 2.2 2.2 8.9 4.0 450,491

21 岐 阜 18.6 12.7 10.9 6.0 21.8 14.0 503,521 45 宮 崎 10.0 6.7 16.9 3.4 0.0 7.4 289,305

22 富 山 8.4 4.2 8.5 0.0 4.3 5.1 231,201 46 鹿 児 島 2.0 8.0 2.1 4.1 6.3 4.5 473,209

23 石 川 7.2 7.2 3.6 15.0 3.8 7.4 265,924 47 沖 縄 1.7 3.4 0.0 1.7 0.0 1.4 609,550

24 福 井 16.1 5.5 10.9 32.7 40.0 21.0 174,805 合 計 8.9 10.0 12.1 8.9 10.2 10.0 21,302,975

参照：2024年度（令和6年度）委託事業報告書（事故発生原因分析等調査）を基に作成©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 11



１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について
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概要
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14

アクションプラン及び主体者等

大分類 中分類 小分類 アクションプランの項目 主体者

事故

対策

消費者起
因

事故対策

ＣＯ中毒事故
防止対策

業務用施設等に対する
安全意識の向上のための周知・啓発 ＬＰガス事業者、国、第三者機関

業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置促進 ＬＰガス事業者
安全型機器及び設備の開発普及 ＬＰガス事業者、関係事業者

ガス漏えいによる
爆発または火災
事故防止対策

安全な消費機器等の普及促進 ＬＰガス事業者、国、関係事業者

周知等による保安意識の向上 ＬＰガス事業者、国、都道府県、第三者
機関

誤開放防止対策の推進 ＬＰガス事業者

 ガス警報器の機能の高度化及び設置の促進等 ＬＰガス事業者、国、都道府県、関係事
業者

消費設備調査の高度化 ＬＰガス事業者
 リコール対象品等への対応 ＬＰガス事業者、国、関係事業者

販売事業
者起因

事故対策

設備対策
供給管・配管の事故防止対策 ＬＰガス事業者
調整器、高圧ホース等の適切な維持管理 ＬＰガス事業者
軒先容器の適切な管理 ＬＰガス事業者

その他
事故防止対策

他工事事故防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、
質量販売に係る事故防止対策 ＬＰガス事業者
バルク貯槽等の告示検査対応 ＬＰガス事業者

自然災害対策 地震・水害・雪
害対策

災害に備えた体制構築 ＬＰガス事業者、国、都道府県、
迅速な情報把握 ＬＰガス事業者、国、都道府県、

容器の転倒・流出防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、関係事
業者

雪害事故防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、

保安基盤

保安管理体制

経営者等の保安確保へ向けたコミットメント等及
び保安レベルの自己評価 ＬＰガス事業者

ＬＰガス販売事業者等の義務の再確認等 ＬＰガス事業者
長期人材育成を踏まえた保安教育の確実な実
施 ＬＰガス事業者、国、第三者機関、

自主的な基準の維持・運用 第三者機関

スマート保安の
推進

 スマートメータ・集中監視等を利用した保安の高
度化

ＬＰガス事業者、国、第三者機関、関係
事業者

 その他のスマート保安に関するアクションプラン ＬＰガス事業者、国

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved



15

２０２４年における液化石油ガス安全高度化計画の達成状況

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved



１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５. その他

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 16



「ＬＰガス安心サポート推進運動」の実施について

１．自主保安運動の名称
『ＬＰガス安心サポート推進運動』

２．運動の期間
５年（令和７年度は５年目）
補足：安全高度化計画は１０年スパン、５年毎の見直しになっているので５年とする。

３．目標（国の安全高度化目標と合わせている）
死亡事故 ０～１件未満／年、人身事故０～２５件未満／年

４．運動の概要（安全高度化目標と合わせている）
国の安全高度化計画のアクションプランと一体的に展開

５．具体的な進捗状況管理や進め方
アクション全体の進捗は数字で把握。
ガス漏れ時の事故防止としての「業務用施設ガス警報器連動遮断の推進」及び「業務用換気警報器の
設置促進」に加えて、近年多発している他工事業者による事故を防止するため、「他工事事故防止対策」
の３点を重点取り組み事項に指定。
その他の取り組みについては、各都道府県協会の地域性を踏まえた状況にあった自主保安運動を展開。

当協会は、ＬＰガスの保安確保の充実を図るため、様々な保安対策を実施してきている。

令和３年度からは、国の「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」に示された目標及びアクションプラン等と

一体的に展開していくために、以下の項目を掲げ、実施しているところである。

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 17
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大分類 中分類 小分類
液化石油ガス安全高度化計画２０３０の

アクションプラン項目
販売事業者の主な活動例

事故対策

消費者
起因事
故対策

ＣＯ中毒事故防止
対策

業務用施設等に対する
安全意識の向上のための周知・啓発

業務用に対する法定外周知の推進

業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置促進 業務用換気警報器設置促進
安全型機器及び設備の開発普及 不燃防無し湯沸し・風呂釜の交換

ガス漏えいに
よる爆発

または火災事故防
止対策

安全な消費機器等の普及促進 Siセンサーコンロの普及
周知等による保安意識の向上 高齢者宅巡回事業の取り組み

誤開放防止対策の推進 ガス栓カバー、検定品ゴムキャップ普及

ガス警報器の機能の高度化及び設置の促進等
ガス警報器設置率向上、期限管理徹底
業務用施設ガス警報器連動遮断の推進

消費設備調査の高度化 確実な点検調査の実施
リコール対象品等への対応 リコール製品の対応

販売事
業者起
因事故
対策

設備対策

供給管・配管の事故防止対策 適切な工事施工管理体制
調整器、高圧ホース等の適切な維持管理 調整器・高圧ホースの期限管理

軒先容器の適切な管理 閉栓先容器の撤去

その他事故防止対
策

他工事事故防止対策 他工事関連周知等の実施
質量販売に係る事故防止対策 質量販売の自主保安促進
バルク貯槽等の告示検査対応 検査対応の前倒し、安全な入替体制構築

自然災害対策
地震・水害・雪害対

策

災害に備えた体制構築 通報訓練の定期的な実施
迅速な情報把握 被害報告様式の全国統一様式使用推進

容器の転倒・流出防止対策 軒先容器の二重掛け等流出防止推進
雪害事故防止対策 雪害対策の推進

保安基盤

保安管理
体制

経営者等の保安確保へ向けたｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ等
及び保安レベルの自己評価

経営者等の保安重視の取り組み宣言
自主保安活動チェックシート回収向上

販売事業者等の義務の再確認等 販売事業者の義務の再確認教育

長期人材育成を踏まえた保安教育の確実な実施 年間保安教育計画の策定状況

自主的な基準の維持・運用

スマート保安の推
進

スマートメータ・集中監視等を利用した保安の高度化
集中監視設置率向上

その他のスマート保安に関する
アクションプラン

主な活動例及び重点取り組み事項

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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52.2% 53.2% 55.3% 55.5% 57.9% 58.5%

73.3% 73.3% 73.4% 72.7% 73.5% 73.5%

R1 R2 R3 R4 R5 R6

業務用換気警報器設置率

法定周知以外の特別周知率

重点取り組み事項 業務用換気警報器設置促進

 令和元年～令和４年においてはＣＯ中毒事故は発生していなかったが、令和５年のＣＯ中毒事故に続き、

令和６年にも５件発生している。「給排気」の重要性について、更なる周知を実施していきたい。

 近年発生したＣＯ中毒事故は、業務用厨房施設に集中している。この状況を踏まえ、ガス機器を使用す

る事業者に対し、換気警報器の設置を促進するため、消費者への啓発活動が重要であり、経済産業省、

（一社）日本ガス協会、（一社）日本コミュニティーガス協会と連携し、厚生労働省を通じて食品衛生責任

者講習会等でチラシによるＣＯ中毒の危険性や予防策に関する情報周知、啓発を引き続き実施する。

令和７年３月末現在

※特別周知率とは業務用施設数に対して法定の周知を実施した上でさらに別に周知を実施した割合

（ａ）ＣＯ中毒事故防止対策

業務用施設等に対する安全意識
の向上のための周知・啓発

業務用換気警報器
ＣＯ警報器の設置促進

安全型機器及び
設備の開発普及

平成２３年〜令和２年 ＣＯ中毒事故件数４７件（４．７件／年）

令和３年〜令和６年 〃 ９件（２．３件／年）
※平成２３年〜令和２年事故件数は令和２年度液化石油ガス関係事故年報、令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照
※令和３年〜令和６年事故件数は令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照
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周知チラシについて

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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設置施設数 設置率

 業務用施設等においては安全装置の組み込まれていない業務用燃焼器もあるため、ガス漏れ発生時に

自動的にガスを遮断するシステム、つまりガス警報器とガスメーターを連動させるシステムの普及を促進

を図ることが重要である。

 ガス警報器工業会の協力もあり、各地で販売事業者向け講習会を実施し、連動遮断型ガス警報器の設

置促進を図る取り組みを昨年度に引き続き実施している。

 都道府県協会の事例として、ガス栓の誤開放防止の周知や経年劣化したガス機器について周知を行っ

ている。

※連動不要（屋外）の戸数は除外して連動率を計算

業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータ連動率 令和７年３月末現在（ｂ）ガスの漏えいによる爆発または
火災事故防止対策

安全な消費機器等の普及促進

周知等による保安意識の向上

誤開放防止対策の推進

ガス警報器の機能の
高度化及び設置の促進等

消費設備調査の高度化

リコール製品等への対応

重点取り組み事項 業務用施設ガス警報器連動遮断の推進
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ＬＰガス警報器の適切な設置・施工について
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周知チラシについて

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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 消費者に対して、法定における周知文書内で注意喚起を行っている。

 法定周知に加え、ＬＰガス安全委員会が作成した保安ガイドチラシ（約１３万枚）を販売事業者が配布す

ることで、消費者と事業者双方への安全意識の向上を行った。

 埋設ガス管を有する消費者のガスメーターや水道メーター付近に注意を促すタグを掲示することによりＬ

Ｐガス工事業者以外の工事業者へ注意喚起し、事故防止を図る。（埼玉県ＬＰガス協会事例）

 日本液化石油ガス協議会と共催で行っているウェブ講習では、販売事業者より事故が起きやすい例や

対策について紹介する講習を行うことで情報の共有を図った。

（ｄ）その他事故
防止対策

他工事事故
防止対策

質量販売に係る
事故防止対策

バルク貯槽等の
告示検査対応

【保安ガイドチラシ】 【明示シール】

平成２３年〜令和２年 他工事事故件数３３２件（３３．２件／年）

令和３年〜令和６年 〃 ２６６件（６６．５件／年）

（ＬＰガス安全委員会）

【注意タグ】

※平成２３年〜令和２年事故件数は令和２年度液化石油ガス関係事故年報、令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照
※令和３年〜令和６年事故件数は令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照

重点取り組み事項 販売事業者起因事故対策

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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（２）自然災害対策（地震・水害・雪害対策）

 雪害による調整器や高圧ホースの折損事故が多発していることから、雪囲い等の対策が困難な設備に

対しては、新設時や設備交換時に調整器を配管に直接接続する構造に変更するか、調整器や高圧ホー

スをガス放出防止機能付きへ切り替える対策を講じるよう促している。

 ガス栓とガス機器をつなぐガスコードやソケットで起きる事故で、経年劣化に伴う製品事故が増えている

ことから、安全な消費機器等の普及促進として、（一社）日本ガス石油機器工業会協会と連携し、チラシ

による情報周知、啓発を引き続き実施する。

（ｅ）地震・水害・雪害対策

災害に備えた体制対策

迅速な情報把握

容器の転倒・流出
防止対策

雪害事故防止対策

平成２３年〜令和２年 雪害等の自然災害 件数２９４件（２９．４件／年）

令和３年〜令和６年 〃 件数 ７９件（１９．８件／年）

【保安ガイドチラシ】

※平成２３年〜令和２年事故件数は令和２年度液化石油ガス関係事故年報、令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照
※令和３年〜令和６年事故件数は令和６年度液化石油ガス関係事故年報参照

雪害事故防止対策、消費者起因事故対策

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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軒先容器の二重掛け等流出防止推進

 令和３年６月の省令改正により、洪水浸水想定区域（想定最大規模）等で、１ｍ以上の浸水が想定され

る地域の消費先に設置されている充てん容器について、流出防止措置を講ずることが義務付けられた。

令和６年３月末時点での調査結果では、措置済みの割合は７８％、６月までに達する見込みは９０％と

なった。未措置の箇所については、期限までに確実な完了を要請した。

 なお、省令改正以降の災害（令和６年１月能登半島地震、令和６年８月台風１０号、令和６年９月能登半

島豪雨等）において、容器流出の被害報告は確認されていない。

（ｅ）地震・水害・雪害対策

災害に備えた体制対策

迅速な情報把握

容器の転倒・流出
防止対策

雪害事故防止対策

容器流出防止措置状況 令和６年３月末現在

26
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設置戸数 設置率

スマート保安の推進

 通信技術の進歩により、ＬＰＷＡなどの無線通信やスマートメーターを活用した集中監視システムの導入

が進んでいる。今後は、このシステムをさらに活用し、常時監視による保安業務の効率化を図り、安全性

の向上に向け、一層の普及を図る。また、認定販売事業者制度における資格取得の推進を行うことで、

高度な保安体制の効率化を図っていく。

集中監視システム設置率等

令和７年３月末現在（ｇ）スマート保安の推進

スマートメーター・
集中監視等を利用した
保安の高度化

その他のスマート保安に
関するアクションプラン
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28

自主保安活動の推進

 リスクマネジメントの考え方を導入し、販売事業者による自主保安活動の徹底を図る。具体的には、

「自主保安活動チェックシート」を活用した自己診断を実施することで、各事業者が自らの保安状況を

客観的に把握し、改善活動を継続的に行うことで、保安レベルの向上に努めている。

 同チェックシートの結果に基づき、令和７年度液化石油ガス消費者保安功績者技術総括・保安審議官

表彰においては、優良１５社（所）が表彰を受けた。

 安全機器の普及状況調査の結果を基に、講習会や会議で具体的な事例を共有し、関係者への安全

意識の向上を図ることで、自主保安活動の活性化を促し、事故防止に貢献している。

【自主保安活動チェックシート】（ｆ）保安管理体制

経営者等の保安確保
に向けたコミットメント及び
保安レベルの自己評価

ＬＰガス事業者等の
義務の再確認等

長期人材育成を踏まえた
保安教育の確実な実施

自主的な基準の
維持・運用

【安全機器普及状況等調査票】

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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本回収対象機器について、リンナイは、2003年8月から2020年8月に製造・販売した一部の浴室暖房乾燥機で、

経年劣化による発火のおそれがあるため、無償点検・修理を実施しております。対象製品は、ファンモーター内部

の腐食によるショートが原因で発火に至る可能性があります。リンナイはウェブサイトや新聞で告知しており、お

問い合わせは同社窓口へ速やかに連絡するよう案内しています。詳細はリンナイのHPをご確認ください。

ガスの漏えい
による爆発または火災
事故防止対策

安全な消費機器等の
普及促進

周知等による
保安意識の向上

誤開放防止対策
の推進

ガス警報器の機能の高度
化及び設置の促進等

消費設備調査の
高度化

リコール製品等への
対応

リンナイ㈱製造の浴室暖房乾燥機のリコール

HP：https://www.rinnai.co.jp/safety/safety/2025/0415/?_ga=2.91094618.1154618626.1744700796-1016528786.1744700795

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved

https://www.rinnai.co.jp/safety/safety/2025/0415/?_ga=2.91094618.1154618626.1744700796-1016528786.1744700795
https://www.rinnai.co.jp/safety/safety/2025/0415/?_ga=2.91094618.1154618626.1744700796-1016528786.1744700795
https://www.rinnai.co.jp/safety/safety/2025/0415/?_ga=2.91094618.1154618626.1744700796-1016528786.1744700795
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周知チラシについて（保安ガイドのお知らせ）

ＬＰガス安全委員会では、ＬＰガス消費者の保安確保のため安全・安心にお使いいただく
ために以下の保安ガイド並びに保安啓発チラシを無償配布しております。
①「家庭用ＬＰガス保安ガイド」
②「業務用ＬＰガス保安ガイド」
③「業務用換気シール」必ず換気を！
④「地震時対応ＬＰガス保安ガイド」
⑤「水害時対応ＬＰガス保安ガイド」
⑥「他工事事故防止ＬＰガス保安ガイド」
⑦今お使いのガス器具、何年目？ご存知ですか？安心点検編（両面）Ｎｅｗ
⑧保安啓発ポスターハンバーグバージョン

ＬＰガス安全委員会は、ＬＰガスをご使用の消費者
の皆さまに対し、保安に関する技術的知識の普及
および保安意識の高揚をはかり、ＬＰガスの保安の
確保に寄与することを目的としています。

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved

ＬＰガス安全委員会HPよりダウンロード可能です。 https://www.lpg.or.jp/download/download01.html

https://www.lpg.or.jp/download/download01.html
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周知チラシについて

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved

https://www.japanlpg.or.jp/customer/data/gascode_socket_caution.pdf全Ｌ協ＨＰよりダウンロード可能です。

https://www.japanlpg.or.jp/customer/data/gascode_socket_caution.pdf
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「安全機器普及状況等調査報告書」及び「自主保安活動チェックシート」

※自主保安活動チェックシートによる表彰は指定都市の所管事業者は指定都市へ提出

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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２０２４年度燃焼器具交換・安全機器普及状況等集計結果について
１．報告書回収率

報告書配布事業所
報告書回収事業所

回収率

２．上記１．の報告書回収事業所の監督所管別

経済産業省所管
産業保安監督部所管
都道府県所管
市町村所管

合　　計

３．消費者戸数

業務用施設
共同住宅
一般住宅

合　　　計

４．燃焼器具等未交換数

排気筒

合　　　計

５．業務用厨房施設数

①業務用厨房施設

①うち法定周知以外の周知
を行った施設

18,194事業所

(4.33%)
1,144事業所

令和５年度(R6.3.31現在)

975台

11,008台

9,295台

1,721台

21,446台

8,717台

湯沸器

(38.42%)

1,453台

17,002台

(100.00%)

令和６年度(R7.3.31現在)
開放式

(57.39%)

(6.72%)

18,751事業所

(100.00%)

(4.96%)

風呂釜
ＣＦ式

ＦＥ式

27,004台

944,664戸

ＣＦ式
ＦＥ式
合計

5,867台

ＣＦ式

ＣＦ式

ＦＥ式

ＦＥ式

(56.60%)

開放式

7,703台

合計

合計

設置済み

令和５年度(R6.3.31現在)

合計

383,159施設

200,597施設

8,367台

1,635台

(73.53%)

(58.48%)

664台

9,682台

令和５年度(R6.3.31現在)令和６年度(R7.3.31現在)

27,004台

2,078台

33,794台

380,541施設383,159施設

279,647施設 (73.49%)

10,270台

281,743施設

(92.83%)

19,042,819戸

7,316,862戸
10,778,385戸

947,572戸
令和６年度(R7.3.31現在)

令和５年度(R6.3.31現在)

19,043,371戸

7,169,524戸
10,929,183戸

731事業所

(10.51%)

令和６年度(R7.3.31現在)

16,889事業所

(6.77%)

19,042,819戸

(10.74%)1,857事業所
(100.00%)

686事業所

13,239事業所

(37.65%)

①のうち業務用換気警報器
（ＣＯ警報器を含む）を設置し
ている施設

設置済み 197,133施設

40,013施設- 設置不要（屋外）40,167施設

(57.89%)

(92.83%)

1,162事業所

17,288事業所

17,288事業所
(92.20%)

(100.00%)

令和６年度(R7.3.31現在)

(78.39%)

16,889事業所
1,775事業所

(78.57%)13,583事業所

設置不要（屋外）

令和５年度(R6.3.31現在)
(3.97%)

(4.98%)

-

６．業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータ連動率

連動済

連動不要（屋外）

７．集中監視システム設置率

常時監視システム

低頻度型集中監視システム

８－１．安全機器普及状況等(マイコンメータ等)設置率

業務用施設

共同住宅

一般住宅

合　　　計

８－２．安全機器普及状況等(ヒューズガス栓等)設置率

業務用施設
共同住宅
一般住宅

合　　　計

８－３．安全機器普及状況等(ガス警報器)設置率

業務用施設
共同住宅
一般住宅

合　　　計

８－４．安全機器普及状況等(調整器)設置施設のうち７年、１０年経過した施設数

業務用施設
共同住宅
一般住宅

合　　　計

合　計

(73.82%)

349,787戸
5,555,172戸

10,678,870戸
543,370戸

4,406,237戸

令和６年度(R7.3.31現在)

(8.76%)

(82.25%)
5,745,051戸

(94.33%)
15,559,313戸

(96.43%)
(96.38%)

(96.31%)

12,312,053施設 233,285施設

854,761施設 19,961施設

(1.89%)

(2.65%)
10,372,846施設 184,565施設 (1.78%)
1,084,446施設 28,759施設

(2.34%)
設置施設数 うち製造７又は10年経過

935,949戸

(7.94%)
(9.78%)(66.75%)

12,239,804施設 269,380施設 (2.20%)

36,850施設 (3.43%)

(10.41%)

設置施設数 うち製造７又は10年経過
(2.67%)835,125施設 22,295施設

10,889,759戸 1,133,329戸

10,328,919施設 210,235施設 (2.04%)
1,075,760施設

令和５年度(R6.3.31現在)

(73.59%)

(1.89%)

(99.61%) 11,010戸

(91.12%)

(94.34%)

4,425,676戸
49,065戸

(8.76%)、うち製造５年経過

(99.56%)

(96.38%)

うち製造５年経過 設置済戸数

令和５年度(R6.3.31現在)

5,480,399戸

6,503戸

設置済戸数

(0.03%)

(73.82%)

9,312,463戸

うち製造５年経過

令和５年度(R6.3.31現在)

(6.82%)719,032戸

(11.07%)

18,959,262戸

令和６年度(R7.3.31現在)

(96.31%)

0.03%

938,876戸

778,748戸

(0.04%)

7,307,394戸

(66.62%)
(10.13%)

令和６年度(R7.3.31現在)

(0.06%)

940,254戸

636,024戸
448,240戸(82.17%)

設置済戸数

設置済戸数

9,329,640戸
5,640,330戸

766,451戸 (94.30%)
(94.36%)

42,792戸717,461戸 (5.96%)(91.24%)

18,969,161戸

15,748,718戸

令和５年度(R6.3.31現在)令和６年度(R7.3.31現在)

(99.59%)

令和５年度(R6.3.31現在)

10,721,513戸 (99.47%)

63,410戸

(75.79%)

令和６年度(R7.3.31現在) 令和５年度(R6.3.31現在)

10,884,203戸

設置済戸数

1,107戸

うち期限切れ

(0.05%)

(0.02%) 7,136,183戸

、うち期限切れ

573,297戸

378,052戸

(75.79%)

(99.61%)

(99.53%)

675戸

2,269戸

うち期限切れ

(0.07%)

(0.03%)

401戸

(3.01%)

9,616,327戸

10,079,609戸

980,539戸

11,060,148戸

設置済戸数

(50.50%)

(0.07%)

(99.23%)

(99.87%)

8,066戸4,995戸

(99.39%)

①業務用施設のうちＳＢ（ＥＢ）メータ設置戸数

①のうちガス警報器連動
遮断戸数

連動率

(58.08%)

令和６年度(R7.3.31現在)

371,138戸

228,727戸

63,035戸

(74.24%)

238,453戸

(52.93%)

(5.15%)

(58.08%)

9,043,030戸 (47.49%)
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19,363 
19,037 

18,487 
18,006 

17,288 
16,889 

20,797 
20,288 

19,916 
19,393 

18,751 
18,194 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

報告者事業数 配布事業者数

94.1%

92.4%

90.4%

92.8%
91.9% 92.3%

91.6%
92.4%

93.1%
93.8%

92.8% 92.8% 92.2% 92.8%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

燃焼器具交換・安全機器普及状況等の推移について

① 配布・報告回収事業者数

① 報告回収率

※各効率の設置率及び経過率については、小数点第２位を四捨五入しております。
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② 報告書回収事業所の監督所管別
事業所数

③ 消費者戸数

942,468 942,905 952,812 937,981 944,664 947,572 

7,041,530 7,125,757 7,228,543 7,243,084 7,169,524 7,316,862 

11,697,703 11,546,141 11,373,802 11,115,243 10,929,183 10,778,385 

19,681,701 19,614,803 19,555,157 19,296,308 19,043,371 19,042,819 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

業務用施設 共同住宅 一般住宅

757 790 788 747 686 731 

1,220 1,200 1,191 1,194 1,162 1,144 

15,845 15,623 14,990 14,517 
13,583 13,239 

1,541 1,424 
1,518 

1,548 
1,857 1,775 

19,363 19,037 
18,487 18,006 

17,288 16,889 

R1 R2 R3 R4 R5 R6

経済産業省所轄 産業保安監督部 都道府県所轄 市町村所轄

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 35



172,752 

151,843 

125,355 

111,099 

97,601 

85,998 
75,453 

67,536 
63,538 

49,856 
44,604 

38,480 
33,794 

27,004 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

④ 燃焼器具未交換数
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74.5%

73.8%
73.4% 73.4%

74.3%
73.8%

74.6%

75.4%

73.3%
73.3% 73.4%

72.7%

73.5% 73.5%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

法定周知以外の周知率

36.0%

40.7%
43.4%

45.3%
48.0% 48.4%

50.1% 49.6%
52.2% 53.2%

55.3% 55.5%
57.9% 58.5%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

業務用換気警報器設置率

⑤ 業務用厨房施設における換気警報器設置率等
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217,323 217,101 228,277 227,886 228,727 238,453 

68.2% 68.1% 70.8% 71.2% 74.2% 75.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6

設置施設数 設置率

⑥ 業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータガス警報器連動率

※連動不要（屋外）の戸数は除外して連動率を計算
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3,739,427
4,666,889 

6,180,247 
7,618,597 

9,616,327 11,060,148 

19.0%
23.8%

31.6%

39.5%

50.5%

58.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

1,900,000

3,800,000

5,700,000

7,600,000

9,500,000

11,400,000

13,300,000

15,200,000

17,100,000

19,000,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6

設置戸数 設置率

⑦ 集中監視システム設置率等
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0.3%

0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

0.1% 0.1% 0.1% 0.1%

0.2%

0.1% 0.1% 0.1%
0.0%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（0.03%）

⑧ マイコンメータ等期限切れ率

99.7%

99.5%

99.6%

99.7%

99.6% 99.6%

99.7%

99.6% 99.6%

99.5%

99.7%

99.6% 99.6% 99.6%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

⑧ マイコンメータ等設置率
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64,996 

40,839 

31,041 30,875 29,865 

22,700 
19,866 19,544 

22,260 

28,552 

14,370 13,037 
11,010 

6,503 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

⑧ マイコンメータ等期限切れ数
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97.0%
97.4%

97.1% 97.2%

96.0%
96.5%

97.0% 96.9% 96.8%

96.2%
95.9%

94.9%

94.3%

96.4%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

79.1% 79.6% 79.1% 79.4%
78.3% 78.1% 78.8% 78.3%

77.1% 76.3% 76.8%
75.7%

73.6% 73.8%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

⑨ ヒューズガス栓等設置率

⑩ ガス警報器設置率
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11.1% 11.4% 11.4% 11.3%
10.7% 10.4%

10.0% 9.9% 9.6% 9.6% 9.5% 9.2%

10.4%

8.8%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

1,678,201
1,630,860

1,567,158 1,555,610

1,418,868
1,364,193

1,281,397
1,237,211

1,176,601
1,145,507 1,119,983

1,042,923

1,133,329

935,949

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

⑩ ガス警報器製造から５年経過率

⑩ ガス警報器製造から５年経過数
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4.4% 3.9% 3.6% 3.3% 3.0% 2.8% 2.7% 2.5% 2.5% 2.4% 2.2% 2.2% 2.2% 1.9%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

691,922 

586,364 

523,577 

472,331 

425,703 
389,858 

358,597 
337,608 335,604 

312,918 
289,404 277,549 269,380 

233,285 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

⑪ 調整器製造から７年又は１０年経過施設率

⑪ 調整器製造から７年又は１０年経過施設数
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５. その他
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項目名 主な改正内容 施行時期

液化天然ガスの貯蔵又
は処理に供するサテラ
イト施設及び液化石油
ガスの貯蔵又は処理
に供する中核充填所に
対する建築基準法第48 
条の規定に基づく許可
の運用について（技術
的助言）

液化天然ガスの貯蔵又は処理に供するサテライト施設及び液化石油ガスの貯蔵又は処理に供
する中核充填所の施設は建築基準法第48条に基づき、危険物の貯蔵・処理施設として建築等

が制限される。しかし、周辺市街地への影響を低減する措置を講じた施設については、安全上・
防火上・衛生上の危険度が低いと認められる場合、許可制度を弾力的に運用し、建築を認める
べきとする。

2024.10.4

流通業務の総合化及び
効率化の促進に関する
法律及び貨物自動車運
送事業法の一部を改正
する法律

「物流２０２４年問題」を受けて、荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役時間の削
減や積載率の向上を図ることを目的に、荷主・物流事業者等に対する規制措置、トラック事業者
の取引に対する規制的措置及び軽トラック事業者に対する規制的措置を講ずることで物流の持
続的成長を図る。

2025.4.1

労働安全衛生規則の一
部を改正する省令につ
いて

事業者は、労働者の作業環境や健康状態に応じ、熱中症予防のため、早期発見体制の整備、
重篤化防止措置の実施手順作成、および関係作業者への周知の義務化となった。上記の義務
を怠った場合、６月以下の懲役または５０万円以下の罰金となる。

2025.6.1

保安機関の認定及び保
安機関の保安業務規程
の認可に係る運用及び
解釈についての一部を
改正する規程について

ＬＰガスの緊急時対応に関する「３０分ルール」の適用範囲が拡大され、自然災害発生時に支援
活動を行う国または地方公共団体が、職員に対して「質量販売緊急時対応講習」を実施できるよ
うになった。これにより、講習を修了した職員は３０分ルールの対象から除外され、災害時の支
援活動をより迅速に開始することが可能とする。

2025.6.30

ＬＰガス販売事業者に関連する法令の改正等（主なもの）
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質量販売緊急時対応講習とは

参照：質量販売緊急時対応講習 （METI/経済産業省）
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５. その他

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved 48



ＬＰガス取扱事業者のリスクアセスメント対応指針について

※LPガスを取扱うすべての事業所が対象となります。

『取扱事業所』

『譲渡提供事業所』

危険・有害物質の暴露・吸引リスクがある事業所

 輸入基地(製油所を除く）

 二次基地
 容器充填所
 オートガススタンド
 工業用・農業用消費者
 業務用消費者（個人除く）

 容器配送事業者(バルブ操作を行う）

 バルクローリ運送事業者
 タンクローリ運送事業者
 容器再検査事業者
 バルク貯槽くず化事業者
 プラント工事／検査会社

従業員が危険・有害物質に触れることがない事業所

 LPガス販売事業所（伝票等の取引のみを行う）

 個人の業務用消費者
 バルブ操作を行わない容器配送事業者

必要

必要

不要

リスクアセスメント

化学物質管理者

化学物質管理者

リスクアセスメント

不要

リスクアセスメント

化学物質管理者

一定の危険有害性のある化学物質について、事業場におけるリスクアセスメントを実施することが義務付けられており、
令和６年４月１日からは事業場内のリスクアセスメントに対する管理については、化学物質管理者を選任して管理するこ
とが義務付けられます。※有害性のある化学物質として、令和８年４月１日より「プロパン」も指定されることとなった。
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ＬＰガス取扱事業者のリスクアセスメント対応指針について

【参考】

＜日本ＬＰガス団体協議会 ホームページ＞

G労-001 LPガス取扱事業者のリスクアセスメント対応指針

https://www.nichidankyo.gr.jp/technology/#standard09

リスクアセスメント対応指針の説明動画「概要」

https://www.nichidankyo.gr.jp/technology/grou-movie_risk-assessment01.html

リスクアセスメント対応指針の説明動画「化学物質管理者の選任」

https://www.nichidankyo.gr.jp/technology/grou-movie_risk-assessment02.html

リスクアセスメント対応指針の説明動画「リスクアセスメントに関する変更点」

https://www.nichidankyo.gr.jp/technology/grou-movie_risk-assessment03.html
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（一社）全国ＬＰガス協会 出版物のご案内
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（一社）全国ＬＰガス協会 出版物のご案内

【他出版物】
・供給開始時等マニュアル＆保安業務における疑問・問題点第３次改訂版（カラー Ａ４版・Ｐ１５６） １部 ２，２００円（消費税込/送料・梱包料別））
・これならわかる！ＬＰガス設備工事Ｑ＆Ａ ２０１９改訂版（カラー Ａ４版・Ｐ１６４） １部 ２，４００円（消費税込/送料・梱包料別））

ＬＰガスに関する書籍等販売物のご購入を希望される方は、下記よりお申し込みください。
https://www.japanlpg.or.jp/biz/
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